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２．オープン＆クローズ戦略とその構成要素

５．デジタルと産業データ時代のGteXへの期待
＊三層構造の研究開発プラットフォーム、＊データ連携に向けた課題解決

＊データそれ自身のオープン＆クローズ戦略

【GteX】 革新的GX技術開発小委員会資料

オープン＆クローズ戦略

＊オープン＆クローズ戦略とは、＊オープン、＊クローズ、＊伸びゆく手

３．オープンなエコシステム型分業が作る巨大市場
＊1990年代～：エレクトロニクス産業、＊2000年代～：その周辺の部品ﾃﾞﾊﾞｲｽ産業、
＊2020年代～：自動車産業を含む多くの産業、脱炭素産業も例外ではない

４．我われが経験したこと、経験すること

＊伝統的な大手企業（日、欧、米）がいずれも市場撤退を繰り返す

＊オープン＆クローズの戦略思想を持つ当時の新興企業が市場席捲

＊国家レベルの産業プラットフォームもオープン＆クローズ戦略へ

１．オープン&クローズ戦略を必要とする経済環境

＊価値形成の場：企業内から企業の外のオープン・エコシステムへシフト （図１）

資料２－１



2

図1 価値形成の主たる場が企業の外へシフト

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな
エコシステム空間

サイバー空間

企業内のモノ造り空間

④ﾓｼﾞｭｰﾙ
③ﾓｼﾞｭ-ﾙ

②ﾓｼﾞｭｰﾙ
①完成品１９世紀中期から

1990年代から2020年代から

・パソコン、
・インターネット

・情報通信システム
・携帯電話､ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

・液晶テレビ、・太陽光発電
・半導体、ﾘﾁｭｰﾑｲｵﾝ電池

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ産業を造り替えた
(ｻｲﾊﾞｰ空間の市場機能活用)

多くの産業を造り替える

＜自然法則の産業化＞

ｵｰﾌﾟﾝ･ｴｺｼｽﾃﾑがｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ市場へ広が

オープン＆クローズ戦略

CPS型経済ｼｽﾃﾑの広がり

＊モノ・アセットの仮想化
＊距離・時間・費用が

どこでもゼロ
＊ﾈｯﾄﾜｰｸ（NW）の効果

・分業と統合
・NWｺｰﾃﾞｨﾈｰｼｮﾝ
・NWｲﾝﾀﾗｸｼｮﾝ

データの産業化

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ型ﾈｯﾄﾜｰｸ

＊1830sから国の全土に鉄道・電信網：限界コスト1/10の流通・市場が出現
＊有限責任会社法： 19世紀最大の規制緩和、＊経営と所有の分離

農業経済から産業経済・市場経済への転換

論理体系の産業化

© 2023 東京大学小川紘一
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２．オープン＆クローズ戦略とその構成要素

© 2023 東京大学小川紘一

１)オープン化の目的

＊日本の技術体系を、その製品産業の市場文化として定着させること
・そのために多くの企業(特にｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ）に市場参入のチャンスを与える必要あり

＊オープンにする領域：
・ビジョン/社会貢献、技術/産業のロードマップ
・ 製品を構成する要素/モジュールとその機能および組合わせ結合のルール

＊期待される効果:
・共生的なエコシステム型ネットワークとしての

分業とその統合が造り出す巨大市場、富の増加

インタフェース、プロトコル、場合によっては
製造レシピ（ｱｯﾌﾟﾙの事例､ﾃｽﾗの事例）

オープン＆クローズ戦略とは
広義には：オープンな自由競争の環境で巨大市場を造り出しながら

互いにWin-Winで成長する収穫逓増(plus-sum）の成長モデル

競争戦略の視点では：日本優位の技術体系をグローバルな分業ネットワーク
に定着させ、自由競争が造り出す巨大市場の冨を
日本/日本企業へ引き寄せる戦略思想

競争戦略では図12の②
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２）クローズ領域とは

＊オープンな市場環境で日本/日本企業の冨の源泉となる領域
・一般的には基幹技術だが、実ビジネスでは、バリューチェーンや

ビジネスモデル、組織能力も含まれる

＊クローズにする領域

① その技術体系/製品/産業でイノベーションの起点、
・コアコンピタンス領域

② 競合企業のクロス・ライセンス攻勢を排除できる領域

＊そのために、常に技術革新を先導し、
その成果をノウハウや特許権などで保護し続続けなければならない

・例えば、GteXで開発される研究成果は原則として公開するが、
技術の知財権は発明者/企業に帰属

・参加メンバーとは、
契約や クロスライセンスなどによる共有が必要

© 2023 東京大学小川紘一
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３）“伸び行く手”とは、 図12の③と④、(図24)

＊分業ネットワークによって生まれる巨大市場の経済的価値を,

・ クローズ領域を起点に、自社/自国へ引き寄せる戦略思想

＊そのためには、日本/日本企業のクローズ領域を、

・オープン領域の、外に位置取りしなければならない

・この仕組み造りが

オープン＆クロ―ズの 戦略フレームワーク (図12)

・その具体化で最も難しいのが、どこをオープン化するかの判断

競争相手がいない領域/非常に少ない領域
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３．オープンなエコシステム型の分業が作る巨大市場

１）1990年代から現れるオープン・エコシステム

＊擦り合わせ型と言われ続けた半導体も太陽光発電も
・オープンなエコシステム型の分業へ転換： 図２～図４

２）オープン分業が造り出す巨大市場

＊多くの製品産業が指数関数的なプロファイルで成長： 図５～図７

＊超擦り合わせ型のハードデスクですら
アマゾンと同じ指数関数的プロファイルで成長: 図８

＊その背景で起きていたのが
ネットワーク型の分業相互のインタラクション

アダム・スミスの国富論（18世紀）から現在まで
生産性を飛躍的に高めて富を増やす基本原理が

分業とその結合・統合
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４．我われが経験したこと、経験すること

１） 多くの日本企業が同じメカニズムで市場撤退を繰り返す
＊多数の事例： 図９～図１１

２） 実は欧米の伝統的な企業でも同じことが起きていた。

＊多数の研究所を持ち、技術蓄積も人財もダントツだった
・IBM、Siemens、Philips‘ も

３） オープン＆クローズの戦略思想を持つ企業が市場を席捲
＊多数の事例： 図１２～図２５

４） これまでの成長理論が語る技術進歩・知的資本・人的資本など

＊供給サイドの成長要素が、そのままでは機能不全となった

＊供給サイドの技術進歩/イノベーションの成果を

企業や国の冨に換えるには

オープン＆クローズの戦略フレームワークと、

これを背後に持つビジネスモデルが必要
（これは企業サイドのミッション）

ここから
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これまでの成長理論が機能不全となる背景

オープンなエコシステム型の分業ネットワークが
2020年代からほぼ全ての産業領域に現れる (図1)

自動車産業も脱炭素産業も例外でない
(中国はもとより欧米でも既に進んでいる）

４）欧州連合（EU）では、企業だけでなく、国家レベルの
産業プラットフォームでもオープン＆クローズ戦略へ

＊例えば、Industrie4.0 ： 図２６～図２７
＊ＥＵのGaia-Xも、

・ネットワークの強大な経済パワー活用で価値を増幅させ
・これを欧州企業に引き込むオープン＆クローズの戦略構図

技術イノベーション連鎖は確かに必要条件だか

この成果を企業や国の冨に換えるには
十分条件としてのビジネスモデルが同時に必須

© 2023 東京大学小川紘一
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１）産業データで繋がるチームとして、産学の/企業の境界を超えた

＊プラットフォーム型のネットワークによるデータ共有・連携

2）データの共有・連携で直面する下記の課題解決が一丁目一番地

①バラバラに散在するデータの構造化：

⇒ データモデル、用語、オントロジー、コードを統一する

②データ公開に対する警戒心排除
• ⇒ 課題や効用/便益が可視化され、メンバー全員で共有されば、

人は警戒心を解く

• ・誰でも手軽に使える、LowCodeの可視化ツール(ＢＩツール）が普及している

• ・まず公開情報から始めて粒度の大きいデータへ、

③ データの共用
• ⇒ 強制力とガバナンスが非常に効果的

• ⇒ 課題や効用/便益が可視化され、メンバー全員で共有されば、

• ・人も現場場も自ずと、データアクセスによって得られる便益を認識しあう
© 2023
東京大学
小川紘一

*コンピュータが統一的に処理できるようにすること,
*人工知能を活用できるようにすること

ピラミット型ではない

５． デジタルと産業データ時代のGteXへの期待
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３）期待される経済的な効果

① 分業とその結合・統合による経済効果：
＊技術情報が最も効果的に増加、

＊結合・統合の機能を持つ技術創出事業なら、

アカデミアも企業もその成果をWin-Winで共有できる

② ネットワーク・コーディネーションによるボトルネックの排除

＊ボトルネックを可視化・共有化し、協業で排除するPDCA連鎖

＊部分最適（個々の研究開発）が全体最適（GteX事業）に直結し易くなる

③ ネットワーク・インタラクションが造り出すイノベーション連鎖：

＊アカデミアと企業が刺激し合い、基礎研究と実用化研究が進む
（指数関数的プロファイルのスピード）

© 2023 東京大学 小川紘一

これらの課題は
＊既に NIMSのResearch Data Express(RDE)によるDX化で

取り組まれており、 NIMS の先駆的な取組みに敬意を表したい

ここに、p.3～p.5 のオープン＆クローズ戦略と、
p.11のデータのオープン＆クローズ戦略が必要



11

デジタルと産業データ時代に向けた (図28)

三層構造の研究開発プラットフォーム（概念）

© 2023
東京大学
小川紘一

第一層：フィジカル空間の研究開発活動（これまでと同じ）

第二層：第一層のデータをｵｰﾌﾟﾝ＆ｸﾛｰｽﾞの考え方を踏まえて
＊データの構造化
＊構造化されたデータで研究活動のDigital Twin作成、

第三層：サイバー空間の強大な市場機能をDigital Twinで活用し、

＊p.10 の①、②、③の経済効果を造り出す

このプラットフォームを機能させるには
＜データそれ自身のオープン＆クローズ戦略が必要＞

着目するデータ：
＊第一層の研究開発活動のそれぞれで生成されるデータで、

ーｐ.10の①、②、③の効果を生み出すために必要な最小限のデータ
＊これによって、p.9の

①構造化を容易にし、②警戒心を解き、③データ共用を容易にする

ここにNIMSの先駆的な取り組み成果が貢献

個々の研究活動ではMaterial InformaticsやProcess Informaticsの活用
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ご清聴有難うございました

本稿で紹介した図とその背景は下記で解説しています
＊小川紘一(2025) 『増補改訂版 オープン＆クローズ戦略』、翔泳社
＊ 小川紘一(2009)『国際標準化と事業戦略』、白桃書房

＊小川紘一(2011) 「知財立国のジレンマ」、
渡部俊也変編『ビジネスモデルイノベーション』、第3章、白桃書房

＊小川紘一(2009)「製品アーキテクチャのダイナミズムと
イノベーションシステム」、

土井教之編著『ビジネス・イノベーション・システム』、
第4章、日本評論社



図2：設計ﾙｰﾙ標準化で半導体産業もｴｺｼｽﾃﾑ型分業へ
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統合型全盛
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が統合された
ビジネス形態
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①ＧａｔｅＡｒｒａｙとASICｺﾝｾﾌﾟﾄ
②ＥＤＡ:設計ツールの技術革新
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EDA
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例：ＴＳＭＣ
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Distribution

ファブレス

EDA

IP

ファウンダリー

統合型から
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ｵｰﾌﾟﾝｱｰｷﾃｸﾁｬのｴｺｼｽﾃﾑ型分業の進展
日本がトップ・ｼｪｱ

DRAMで 半導体全体で

SystemLSIのﾃﾞｻﾞｲﾝ・ﾙｰﾙ標準化

ASIC Vendor､ﾌｧﾌﾞﾚｽの興隆
ｱﾒﾘｶ、日本,ﾖｰﾛｯﾊﾟ

韓国DRAM興隆

台湾ﾌｧｳﾝﾄﾞﾘｰの興隆

全世界でIPﾋﾞｼﾞﾈｽの興隆

© 2023 東京大学 小川紘一

企業内部

オープン分業と繋がり過ぎる市場の出現

至るところでインタラクションの連鎖



図３：太陽光発電ｼｽﾃﾑで,企業が国境を越えて
繋がるグローバルなエコシステム型分業へ転換
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ｵｰﾌﾟﾝｱｰｷﾃｸﾁｬ

1980s～1990年代
2000年代から

至るとこでろ
インタラクションの連鎖

ｲﾝﾀﾗｸｼｮﾝが起きない



15Si原材料

ｲﾝｺﾞｯﾄ/基板

製造装置

セル

モジュール

ｼﾞｬﾝｸｼｮﾝ・ボックス

搬送

施工

アプリケーション

電力ｼｽﾃﾑ及び
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ

ﾄｰﾀﾙ・ｻｰﾋﾞｽ
ｿﾘｭｰｼｮﾝ

大部分がオープン・インタフェースへ向かっており、
相互依存性は小さい

多数のセルの結合ノウハウやバイパス・ダイオード
の使い方がモジュールの裏面にJunction Boxとし
て一体化。Full Turn Key Solutionのモジュール化

コントローラ

下記の品質管理基準が形式知として業界に定着。
・インゴットの不純物、異物、硬度、強度、切り出し領域、スライス順番、

ワイアー太さ、ダメージ 層の深さ、廃材のリサイクル、
基板の結晶性（結晶欠陥、不純物準位）、組成、特性の均一性

普通のレベルなら実質的に相互依存性が小さい。

効率追求の技術は擦り合わせブラック・ボックス
だが、普通の効率ならTurn-Key-Solution型の
設備で量産される

図4 非デジタル型の太陽光発電ｼｽﾃﾑが
エコシスﾃﾑ型の分業構造へ転換するメカニズム

多数のセルの結合ノウハウやバイパス・ダイオード
の使い方も形式知として業界に定着。

© 2023 東京大学
小川紘一 15

至るところでインタラクションの連鎖



携帯電話 １２億台/年 3,300万台/年

DVD/VTR DVD: ５億台 VTR: 5,000万台/年

カメラ デジタルカメラ(1３年） 銀塩ﾌｨﾙﾑカメラ(120年）
４．５ 億台/年 3,700万台/年

ﾊｰﾄﾞﾃﾞｽｸ ｵｰﾌﾟﾝ・ｲﾝﾀﾌｪｰｽ ｸﾛｰｽﾞ・インタフェース
５億台/年 100万台/年

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ パソコン メインフレーム
３．５億台/年 ５万ｾット/年
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図５ 価値形成の場の違いから見た市場の規模
＝市場の最大値＝

ピーク：1980年代から1990年代、アナログ時代ピーク：2006～2010年、デジタル時代

企業の中の
自前主義が作る市場規模

企業の外の

ｴｺｼｽﾃﾑ型分業が作る市場
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図６ オープンな分業型へ転換するタイミングで
光デスク産業が指数関数的に成長
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携帯電話の成長プロファイルに大きな影響を与えた
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		Mobile Terminals Sales to End Users by Technology, Worldwide (Thousands of Units)

				1992		1993		1994		1995		1996		1997		1998		1999		2000		2001		2002

		Analog		23,297.70		14,835.9		23,632.9		28,595.3		31,026.8		30,295.7		26,109.4		27,766.4		15,799.8		6,873.5		1,468.9

		CDMA IS-95 A		-		-		-		-		751.9		6,703.9		16,933.3		36,108.4		48,797.4		47,877.4		36,657.7

		CDMA IS-95 B		-		-		-		-		-		-		-		4,512.5		12,130.9		17,652.7		5,366.1

		cdma2000 1x		-		-		-		-		-		-		-		-		9.7		3,154.6		39,218.2

		cdma2000 1xEV-DO		-		-		-		-		-		-		-		-		-		0.0		91.5

		cdma2000 1xEV-DV		-		-		-		-		-		-		-		-		-		0.0		0.0

		EDGE		-		-		-		-		-		-		-		-		-		0.0		0.0

		GAIT		-		-		-		-		-		-		-		-		-		0.0		615.3

		GSM		183.2		1,428.0		3,987.6		9,309.5		21,603.4		47,417.7		88,137.6		164,978.3		245,940.5		233,475.0		190,137.1

		GPRS		-		-		-		-		-		-		-		-		35.9		10,192.1		71,574.3

		HSCSD		-		-		-		-		-		-		-		-		1,525.5		6,205.8		868.7

		iDEN		NA		NA		NA		NA		NA		NA		NA		NA		NA		7,844.3		8,109.9

		PDC		-		0.0		943.9		2,500.3		11,223.1		15,486.6		27,744.3		31,353.7		36,110.3		34,099.5		31,512.2

		TDMA		38.6		146.8		562.9		1,417.7		2,034.4		5,503.2		14,038.1		26,270.0		47,731.7		45,910.1		41,654.1

		WCDMA		-		-		-		-		-		-		-		-		-		24.8		100.8

				183.2

		Total		23,519.5		16,410.7		29,127.3		41,822.8		66,639.6		105,407.1		172,962.7		290,989.3		408,081.7		413,309.8		427,374.8

		GSM Total		183.2		1,428.0		3,987.6		9,309.5		21,603.4		47,417.7		88,137.6		164,978.3		245,976.4		243,667.1		261,711.4

		GSM Share		0.78%		8.70%		13.69%		22.26%		32.42%		44.99%		50.96%		56.70%		60.28%		58.96%		61.24%

		Source: Gartner Dataquest (July 2005)

				1992		1993		1994		1995		1996		1997		1998		1999		2000		2001		2002

		Analog		23,297.70		14,835.9		23,632.9		28,595.3		31,026.8		30,295.7		26,109.4		27,766.4		15,799.8		6,873.5		1,468.9

		GSM		183.0		1,428.0		3,988.0		9,309.0		21,603.0		47,418.0		88,138.0		164,978.0		245,976.0		243,667.0		261,711.0

		TDMA		38.6		146.8		562.9		1,417.7		2,034.4		5,503.2		14,038.1		26,270.0		47,731.7		45,910.1		41,654.1

		CDMA		0.0		0.0		0.0		0.0		752.0		6,704.0		16,933.0		40,620.0		60,938.0		68,684.0		81,242.0

		PDC		-		0.0		943.9		2,500.3		11,223.1		15,486.6		27,744.3		31,353.7		36,110.3		34,099.5		31,512.2

				1992		1993		1994		1995		1996		1997		1998		1999		2000		2001		2002

		Analog		23,297.70		14,835.9		23,632.9		28,595.3		31,026.8		30,295.7		26,109.4		27,766.4		15,799.8		6,873.5		1,468.9

		GSM		183.0		1,428.0		3,988.0		9,309.0		21,603.0		47,418.0		88,138.0		164,978.0		245,976.0		243,667.0		261,711.0

		TDMA		38.6		146.8		562.9		1,417.7		2,034.4		5,503.2		14,038.1		26,270.0		47,731.7		45,910.1		41,654.1

		CDMA		0.0		0.0		0.0		0.0		752.0		6,704.0		16,933.0		40,620.0		60,938.0		68,684.0		81,242.0

		PDC		-				0.0		2,500.3		11,223.1		15,486.6		27,744.3		31,353.7		36,110.3		34,099.5		31,512.2

		Total		25,511.3		18,403.7		30,177.8		43,817.3		68,635.3		107,404.5		174,960.8		292,987.1		408,555.8		401,235.1		419,590.2

				92		93		94		95		96		97		98		99		00		01		02

		ＧＳＭシェア		0.78		8.7		13.69		22.26		32.42		44.99		50.96		56.7		60.28		58.96		61.24

		TDMA+CDMAのシェア		0.015		0.091		0.18		0.32		0.41		11.36		17.7		22.8		26.6		28.6		29.2

		PDCのシェア		0		0		0		5.7		16.35		14.4		15.8		10.7		8.8		8.5		7.5

		ｱﾅﾛｸﾞのシェア		91.3		80.6		78.4		65.3		45		28.2		14.9		9.5		3.9		1.7		0.35

				92		93		94		95		96		97		98		99		00		01		02

		GSM		183.0		1,428.0		3,988.0		9,309.0		21,603.0		47,418.0		88,138.0		164,978.0		245,976.0		243,667.0		261,711.0

		TDMA		38.6		146.8		562.9		1,417.7		2,034.4		5,503.2		14,038.1		26,270.0		47,731.7		45,910.1		41,654.1

		CDMA		0.0		0.0		0.0		0.0		752.0		6,704.0		16,933.0		40,620.0		60,938.0		68,684.0		81,242.0

		PDC		-				0.0		2,500.3		11,223.1		15,486.6		27,744.3		31,353.7		36,110.3		34,099.5		31,512.2

		デジタルのトータル		221.6		1575		4551		13227		35612		75111		146853		263222		390755		392360		416119

				92		93		94		95		96		97		98		99		00		01		02

		ＧＤＭのシェア		83		90.7		87.6		70.4		60.6		63.1		60		62.8		62.9		62.1		62.9

		TDMA+CDMAのシェア		17		9.3		12.4		10.7		5.7		16.3		21.1		25.3		27.9		28.1		29.5

		ＰＤＣのシェア		0		0		0		18.9		33.7		20.6		18.9		11.9		9.24		8.8		7.6

						1992		1993		1994		1995		1996		1997		1998		1999		2000		2001		2002

				GSM		183.0		1,428.0		3,988.0		9,309.0		21,603.0		47,418.0		88,138.0		164,978.0		245,976.0		243,667.0		261,711.0

				CDMA		0.0		0.0		0.0		0.0		752.0		6,704.0		16,933.0		40,620.0		60,938.0		68,684.0		81,242.0

				PDC		-		0.0		943.9		2,500.3		11,223.1		15,486.6		27,744.3		31,353.7		36,110.3		34,099.5		31,512.2
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3.5インチが市場を牽引
HDDのインチ別世界出荷量（千台）
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出典：アマゾンの成長：市川(2018)
ハードデスクの成長：小川紘一(2008)

パソコン環境の
HDDの成長（台数）

2005年の
アマゾン

オープンなエコシステムの環境なら必ず現れる

2011年のアマゾン
企業価値(5兆円)

202０年の
アマゾン
企業価値：
(150兆円）

2020～2030年

電気自動車や

脱炭素産業でも
必ず現れる

クラウド環境の
アマゾン：ネット通販の成長,

2017年のアマゾン
(企業価値：50兆円）

ﾊｰﾄﾞﾃﾞｽｸの成長がｱﾏｿﾞﾝの成長と同じ

ﾊｰﾄﾞﾞﾃﾞｽｸ産業
ﾌﾙセット自前主義
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インチ別世界出荷量

		

				HDDのインチ別世界出量 ベツセカイデリョウ

																（単位：1,000台） タンイダイ

				年 ネン		6.5-14		5.25		3.5		2.5		1.8以下 イカ		合計 ゴウケイ

				1976		175.7										175.7

				1977		235.2										235.2

				1978		306.1										306.1

				1979		386.3										386.3

				1980		508.6		1.2								509.8

				1981		649.2		51.5								700.7

				1982		707.8		242.5								950.3

				1983		744.8		1,214.9		5.0						1,964.7

				1984		824.9		2,722.8		101.4						3,649.1

				1985		788.4		3,637.9		428.7						4,855.0

				1986		724.8		5,804.4		1,412.7						7,941.9

				1987		700.9		8,162.3		4,328.7						13,191.9

				1988		782.2		8,753.1		8,231.1		0.1				17,766.5

				1989		639.0		8,306.2		13,210.8		24.5				22,180.5

				1990		551.8		6,714.7		19,765.6		847.0				27,879.1

				1991		425.3		3,041.1		26,036.4		3,085.5		1.0		32,589.3

				1992		253.3		2,202.5		36,313.7		5,115.9		21.7		43,907.1

				1993		180.0		1,278.1		43,954.4		6,287.9		157.2		51,857.6

				1994		121.5		791.6		60,343.2		8,507.1		235.3		69,998.7

				1995		14.2		706.8		77,775.8		10,637.8		418.8		89,553.4

				1996		10.0		4,648.9		88,356.5		11,769.9		232.3		105,017.6

				1997		1.5		5,628.3		109,647.2		15,018.0		203.1		130,498.1

				1998				4,073.9		123,047.0		17,729.9		115.9		144,966.7

				（出所）From Silicon Valley to Singapole(2000) シュッショ





インチ別世界出荷量
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HDDのインチ別世界出荷量（千台）



インチ別世界売上

		

				HDDのインチ別世界出量 ベツセカイデリョウ

																（単位：100万ドル） タンイマン

				年 ネン		6.5-14		5.25		3.5		2.5		1.8以下 イカ		合計 ゴウケイ

				1976		1,876										1,876

				1977		2,813										2,813

				1978		3,457										3,457

				1979		3,817										3,817

				1980		5,180		1								5,181

				1981		6,309		62								6,371

				1982		7,160		243								7,403

				1983		8,258		850		2						9,110

				1984		10,014		1,811		42						11,867

				1985		11,135		2,407		174						13,716

				1986		10,581		3,573		604						14,758

				1987		10,521		4,426		1,663						16,610

				1988		12,118		4,669		3,637						20,424

				1989		12,086		5,150		5,416		8				22,660

				1990		11,674		5,163		8,510		231				25,578

				1991		9,148		4,311		10,248		924				24,631

				1992		6,604		4,175		12,190		1,576		6		24,551

				1993		4,835		2,057		12,909		1,888		41		21,730

				1994		2,465		1,359		16,648		2,706		54		23,232

				1995		279		1,410		21,299		3,547		98		26,633

				1996		102		1,244		23,501		3,917		56		28,820

				1997		20		1,220		25,902		4,544		51		31,737

				1998		0		741		24,434		4,866		36		30,077

				（出所）From Silicon Valley to Singapole(2000) シュッショ





インチ別世界売上

		



6.5-14

5.25

3.5

2.5

1.8以下

合計

（年）

（100万ドル）

HDDのインチ別世界売上（100万ドル）



業界集中度

		

				HDD業界集中度 ギョウカイシュウチュウド

				年 ネン		総売上 ソウウリアゲ		4社集中度 シャシュウチュウド		Herfindahl-Hirschman Index

						（100万ドル） マン		（％）

				1980		5,181.2		64		1,600

				1981		6,370.6		62		1,662

				1982		7,403.4		61		1,792

				1983		9,112.2		63		1,827

				1984		11,866.2		63		1,849

				1985		13,716.8		69		2,430

				1986		14,757.4		67		2,202

				1987		16,610.4		64		1,962

				1988		20,424.0		65		2,177

				1989		22,660.3		67		2,124

				1990		25,578.0		70		2,478

				1991		24,632.0		70		2,424

				1992		24,549.5		66		1,860

				1993		21,729.8		65		1,660

				1994		23,231.4		64		1,386

				1995		26,632.9		68		1,472

				1996		28,819.1		79		1,771

				1997		31,736.3		76		1,630

				1998		30,077.0		69		1,591

				（出所）From Silicon Valley to Singapole(2000) シュッショ





Captivev

		

						3.5インチの市場（単位1000） シジョウタンイ

						キャプティブ		非キャプティブ ヒ		合計 ゴウケイ		非キャプティブ比率 ヒヒリツ		非キャプティブの米国企業シェア ヒベイコクキギョウ

												%		%

				1983		0		2		2		100		0

				1984		0		67		67		100		11

				1985		23		339		362		94		45

				1986		250		1,108		1,358		82		56

				1987		1,565		2,703		4,268		63		61

				1988		2,310		5,899		8,209		72		71

				1989		3,620		10,692		14,312		75		74

				1990		3,564		16,336		19,900		82		82

				1991		3,866		22,170		26,036		85		90

				1992		3,972		32,342		36,314		89		92

				1993		3,904		39,368		43,272		91		94

				1994		4,364		55,980		60,344		93		95

				1995		4,623		73,153		77,776		94		93

				1996		4,679		83,678		88,357		95		84

				1997		5,069		104,579		109,648		95		81





日米の海外生産

		

						日米のHDD企業の海外生産推移 ニチベイキギョウカイガイセイサンスイイ

								米国企業 ベイコクキギョウ						日本企業 ニホンキギョウ

								1983		1990		1995		1983		1990		1995

						東南アジア トウナン		4		67		79		0		2		54

						自国 ジコク		93		12		4		100		94		46

						その他 タ		3		21		17		0		4		0

						（出所）MaKendrick(2000) シュッショ





日米の海外生産

		



米国企業

日本企業

（出所）McKendrick(2000)

東南アジア

自国

その他

（年）

日米のHDD企業の海外生産推移



東南アジアでの生産

		

						東南アジアでの生産 トウナンセイサン

								1982～1990				1991～1996

								米国 ベイコク		日本 ニホン		米国 ベイコク		日本 ニホン

						合計 ゴウケイ		17		0		10		6

						非キャプティブ ヒ		15		0		7		2

						キャプティブ		2		0		3		4

						小型特化企業 コガタトッカキギョウ		12		0		10		4

						総合型企業 ソウゴウガタキギョウ		5		0		0		2

						小型 コガタ		1		0		4		2

						中型 チュウガタ		12		0		3		2

						大型 オオガタ		4		0		3		2

						新規参入企業 シンキサンニュウキギョウ		14		0		6		2

						古参企業 コサンキギョウ		3		0		4		4





シーゲートの従業員推移（世界）

		

						シーゲートの従業員の国別推移（人） ジュウギョウインクニベツスイイニン

						年 ネン		米国 ベイコク		シンガポール		タイ		マレーシア		インドネシア		中国 チュウゴク		ヨーロッパ		合計 ゴウケイ

						1981		1,000														1,000

						1982		1,200		400												1,600

						1983		1,300		1,000		50										2,350

						1984		1,600		1,700		800										4,100

						1985		1,000		2,000		1,200										4,200

						1986		1,000		5,000		3,500										9,500

						1987		1,300		8,000		5,000										14,300

						1988		2,300		14,000		12,000								150		28,450

						1989		9,000		10,500		14,000		1,000						650		35,150

						1990		11,000		12,000		15,200		1,500						250		39,950

						1991		9,500		12,400		16,600		1,500		300				250		40,550

						1992		9,500		12,400		16,600		3,700		1,000				250		43,450

						1993		9,000		13,000		16,000		4,000		1,000				250		43,250

						1994		9,500		13,900		22,000		7,000		1,000				650		54,050

						1995		9,500		15,000		26,000		12,000		1,500		500		700		65,200

						1996		11,000		18,000		34,000		20,000		1,500		5,000		2,350		91,850

						1997		9,500		19,400		44,000		23,500		1,500		5,100		3,150		106,150

						1998		9,000		15,000		39,000		18,000		1,500		4,000		2,250		88,750

						（出所）MacKendrick(2000) シュッショ





シーゲートの従業員推移（世界）

		



（出所）Mckendrik(2000)
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Sheet1

		

				設備主導型の製品の市場シェア推移せ セツビシュドウカタセイヒンシジョウスイイ

		太陽電池生産量とシェア タイヨウデンチセイサンリョウ		万ＫＷ、１００万ｋＷ＝１ＧＷ マンマン						アメリカＰＶニュース、2008年１０月２８日の日経新聞に掲載されているでーた ネンツキヒニッケイシンブンケイサイ

				95		96		97		９８		99		00		01		02		03		04		05		06		07

		　生産量 セイサンリョウ		7.5		8		12		13		19.5		28		39		51		70		120		180		250		370

				95		96		97		９８		99		00		01		02		03		04		05		06		07

		日本のシェア ニホン		21		24		28		31		40		45		44		45		48		50		47		35		23

		ＰＶシステムの市場予測、　野村総研のデータ、有宗さんからもらう　　08.9.28														GW

								2006		2007		2008		2009		2011		2012		2013		2014		2015		2016		2017		2018

						発電所		143.3		205.2		645.3		1032		1577.7		2296.8		3294.8		4087		6256		8132		10114.9		13365

						独立電源		129		225.7		282.8		588.2		1105.1		1313.7		1909.3		2291.4		2784		3059		3592		4517.4

						公共・産業用		186.3		451.4		775.8		1176.5		1424.8		1644.3		2007.4		2465.6		2608		2888		3261.4		3795.7

						住宅用		974.4		1169.6		1921.3		2363.3		2842.6		3445.2		3698.5		4556		4352		4921		5068.4		5052

						発電		10.00%		10.00%		17.80%		20.00%		22.70%		26.40%		30.20%		30.50%		39.10%		42.80%		45.90%		50.00%

						独立		9.00%		11.00%		7.80%		11.40%		15.90%		15.10%		17.50%		17.10%		17.40%		16.10%		16.30%		16.90%

						産業用		13.00%		22.00%		21.40%		22.80%		20.50%		18.90%		18.40%		18.40%		16.30%		15.20%		14.80%		14.20%

						住宅用		68.00%		57.00%		53.00%		45.80%		40.90%		39.60%		33.90%		34.00%		27.20%		25.90%		23.00%		18.90%

		液晶パネルのシェア推移、 エキショウスイイ

				1995		1996		1997		1998		1999		2000		2001		2002		2003		2004		2005

		Japan		100		91		82		73		61		50		34		27		20		15		10

		Korea		0		9		18		27		36		37		41		37		44		44		44.2

		Taiwan										2		13		26		36		36		41		44.4

		China																		0.001		0.01		1.8
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①ﾌﾞﾗｳﾝ管ＴＶで強かったが、デジタル型液晶ＴＶになると！
②ｱﾅﾛｸﾞ型VTRで強かったが、デジタル型ＤＶＤになると！
③ｱﾅﾛｸﾞ電話では強かったが、デジタル携帯電話になると！

④白熱電球で強かったが、寄木細工型のＬＥＤ照明になると！
⑤乾電池では強かったが、寄木細工型のﾘﾁｭｰﾑｲｵﾝ電池になると

⑥自前工場では強かったが、オープンなＥＭＳ工場が出現すると

⑦専用回線では強かったが、オープンなインターネットになると！
⑧クローズな８ｲﾝﾁ半導体工場では強かったが、

オープン・アーキテクチャ（１２ｲﾝﾁ半導体工場）になると！
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左： 企業の中で
価値形成

右：企業の外のオープンな
エコシステム（分業と繋がり）の中で

価値形成

図10 オープンなエコシステムで繋がる分業構造になると

技術と知財で優ったはずの日本企業が市場撤退へ

© 2023 東京大学小川紘一

我われが経験した事実
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1995年

アーキテクチャが同じなら
景気変動や為替変動に対して

同じように影響を受けた。 オープン・エコシステムへ転換

図１１ 日本の産業でエレクトロニクスだけが
1990年代後半から異常な状態に陥った
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その背後にオープンなエコシステム環境の広がり
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図１２ オープン＆クローズ戦略のフレームワーク

①自社は、コア領域とそのイノベーションに特化して独占/寡占化

②自社が技術と知財で劣勢な領域は、オープン標準化
＊①と②のプロセスで自社を競争の外に置く

③ 自社が寡占・特選する領域とオープン領域とを繋ぐ
＊情報/データの流路、＊プロトコル、＊インタフェースを、

全てコントロールできるポジション、に自社を置く
（Structural Hole/Brokerageを手の内に置く）

④ これらのプロセスで、オープン市場支配の“伸び行く手”を形成
＊産業全体のビジネスアーキテクチャをコントロール

⑤ これをオープン市場で実現するために、コア技術・知財・契約・
標準化(ﾙｰﾙ）を駆使してエコシステムの構造を自社優位に構築

①～⑤に成功した企業が市場の覇者となる

自由競争の環境で成長する企業に共通する
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ＭＰＵ
Ｐｅｎｔｉｕｍ Ⅲ

Media Control Hub
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Synchronize
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AGP
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PCI Busｵｰﾃﾞｨｵ
ＡＣ‘９７

USB
周辺機器

ＨＤＤ

価格競争

＊エコシステム・パートナーの行動
を契約でｺﾝﾄﾛｰﾙ

＊全てのデータがインテルに集まる

© 2023 東京大学小川紘一

図１３ オープン＆クローズ戦略は、オープンアーキテクチャが進む

1990年代のパソコン産業で、インテルによって確立された

オープンISA Bus

Q1: 独占/寡占領域はどこか、
Q2:自社が技術と知財で劣勢で、意図的に

オープン化した領域はどこか、
Q3:情報/データの流路、プロトコル、インタフェスを、

全てコントロールできるポジションはどこか
Q４：どんな姿の伸び行く手で:自社/産業全体の

ビジネスアー キテチャをコントロールしてるか、
Q５: この構図を作るために、ｺｱ技術・知財・標準化

（ルール形成）をどう使ったのか

インテルだけ競争環境の外
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(独占）

競争の外

・自社特許を刷り込ませたＩＦとプロトコル
をライセンス

・標準化を使って知財の全てを

オープン化させる。
・誰にでも自由に使わせて多くの

パートナーを呼び込む
・全てのパートナーはインテルの

“伸びゆく手”から

逃げられない

知財を独占できないので
コンソシアムを使って標準化

図１４インテルの強かなオープン＆クローズ戦略

インテル領域の外で熾烈な競争
© 2023 
東京大学
小川紘一

“伸びゆく手”から逃げられない
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図１５ アップルのオープン＆クローズ戦略(1)
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エコシスﾃﾑ型の分業システムを自社優位に事前設計
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Q1: アップルが独占/寡占した領域はどこか、
Q2: アップルが技術と知財で劣勢で、意図的に

オープン化した領域はどこか、
Q3:情報/データの流路、プロトコル、インタフェスを、

全てコントロールできるポジションはどこか
Q４：どんな姿の伸び行く手で:自社/産業全体の

ビジネスアー キテチャをコントロールしてるか、
Q５: この構図を作るために、ｺｱ技術・知財・標準化

（ルール形成）をどう使ったのか

アップルだけ競争環境の外
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＊iPhoneに日本の材料・部品が大きく貢献

＊しかし、利潤の大半がアップルに集中
＊クローズ領域を背後に持った上での

オープンイノベーションとは、

図１６ アップルのオープン＆クローズ戦略(2)
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知財や標準は全てオープン＆クローズ戦略で先手を取るために利用
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ビジネスアーキテクチャを
完全コントロールする仕組み
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ゲートウエイ
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図１７ 欧州陣営が事前設計した携帯電話の
ネットワーク型分業構造

基地局制御装置

無線基地局

Ｇａｔｅｗａｙ

© 2023 東京大学 小川紘一

Q1: 独占/寡占した領域はどこか、
Q2: 技術と知財で劣勢で、意図的にオープン化

した領域はどこか、
Q3:情報/データの流路、プロトコル、インタフェス

を全てコントロールできるポジションはどこか
Q４：どんな姿の伸び行く手で:自社/産業全体の

ビジネスアー キテチャをコントロールしてるか、
Q５: この構図を作るために、ｺｱ技術・知財・標準化

（ルール形成）をどう使ったのか

欧州陣営だけ競争環境の外
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10億台の携帯端末と
通信ﾈｯﾄﾜｰｸのﾃﾞｰﾀの
全てを欧州GSM陣営が
ｺﾝﾄﾛｰﾙする仕組み

内部も外部もｵｰﾌﾟﾝ標準化

図１８ 欧州陣営のオープン＆クローズ戦略
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全てのデータが欧州陣営に集まる： エコシステム・パートナをﾃﾞｰﾀの流路でｺﾝﾄﾛｰﾙ

欧州企業の外で熾烈な競争

欧州陣営だけ競争環境の外

競争の外

競争させる
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エコシスﾃﾑ型の分業システムを自社優位に事前設計



A社製

電池セル
B社製

電池セル

BMS

or ・・

BMS BMS

X社製

電池セル

共通インタフェース：オープン標準化レイヤー

ＥＶ，
ＰＨＶ

ＨV用の
ＥCU群

電池の状態
（充電量、電圧、電流、温度 etc.）

制御
（充電、放電 etc.）

デバイスドライバ

電動モータ制御アプリケーション

電池側をオープン
標準化し、価格競争
を強いる

自動車メーカの
クローズ領域

陰極材料、陽極材料
セパレータ、電解液が、
オープンアーキテクチャ
のエコシステムの中で
競争

パ
ッ
ク/

モ
ジ
ュ
ー
ル

ネットワーク系・マルティメディア系の制御ソフトウエア
パワートレイン系、走行系、ﾎボデー系の制御ソフトウエア

OS

ｺﾈｸﾀ、ﾌﾟﾛﾄｺﾙ

ＣＭＵ ＣＭＵ ＣＭＵ
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図１９ ＥＶで企業が競う多様なｵｰﾌﾟﾝ&ｸﾛｰｽﾞ戦略

全体を俯瞰する組織能力があればｴｺｼｽﾃﾑ構造を自社優位に設計可能

© 2023 東京大学 小川紘一



外部仕様のみ限定開示

擦
り
合
せ
型

ブ
ラ
ッ
ク
・ボ
ッ
ク
ス
型

組
み
合
わ
せ
型

モ
ジ
ュ
ラ
ー
型

完全ブラック
ボックス化

パートナー/ユーザ（OEM)に対する見せ方

若干のカスタマイズ
でパックとして提供

ＢＭＳ
電池性能のバラツキや
電池の差異を吸収する
Adaptor機能

ＳＢ LiMotive

韓国企業

日系企業
調達仕様

・Cell外形は国際規格
・安全も国際規格
・Cellの内部仕様は

ﾎﾞｯｼｭのﾃﾞﾌｧｸﾄ規格

自動車技術の全
体系を内部に持つ

図２０ 欧米企業が、電池のCellを
アジア企業から低コストで調達するビジネスモデル

(C) 2023 東京大学 小川紘一

低コスト調達の仕組み
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これが

Structural Hole

クローズ独占

オープン競争

電
池
セ
ル
・メ
ー
カ
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レ
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り

画
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ナ
ロ
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ア
ン
プ

信
号
処
理

Ａ
／
Ｄ

テレビ

ﾒﾓﾘｶｰﾄﾞ

パソコン

完全クローズ
ＭＣＵ

ｺﾝﾄﾛｰﾗ：
AF、絞り、手ぶれ補正シャッターなど、

ﾚﾝｽﾞ系、ｼｬｯﾀｰ系、ｾﾝｻｰ系の制御

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ
M/W
OS

ﾄﾞﾗｲﾊﾞ-
JPEG
Decoder

JPEG

擦り合わせﾉｳﾊｳが集中ｶﾌﾟｾﾙ

図２１ 日本を潤したデジカメのｵｰﾌﾟﾝ＆ｸﾛｰｽﾞ戦略

画
像
処
理

D
C

T
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Q1: 日本企業が独占/寡占した領域はどこか、
Q2 :技術と知財で劣勢で、意図的にオープン化した領域はどこか、
Q3: 情報/データの流路、プロトコル、インタフェスを、全てコントロールできる

ポジションはどこか
Q４：どんな姿の伸び行く手で:自社/産業全体のビジネスアー キテチャを

コントロールしてるか、
Q５: この構図を作るために、ｺｱ技術・知財・標準化（ルール形成）をどう使ったのか

完全オープン



カネカの
ＭＳポリマー

図２２ 日本を潤す機能材料のｵｰﾌﾟﾝ＆ｸﾛｰｽﾞ戦略

自社のコア領域を徹底して知財権で守り、同時に
自社とユーザを結び付ける境界領域に知財を刷り込む

１．応用特許を出願・登録、この応用特許は知財権を保持した上で
２．二社間契約の枠組みで無償公開、
３．これを踏まえたﾋﾞｼﾞﾈｽ取引の契約でＭＳポリマーを提供(販売）

Ａ分野の
ユーザ

Ｂ分野の
ユーザ

Ｃ分野の
ユーザ

Ｄ分野の
ユーザ
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ＭＳポリマー
)

境界

コンポーネント型
イノベーション

●

アーキテクチャ型
イノベーション契約マネジメント

自社優位の繋がりと
知財ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄで

ﾈｯﾄﾜｰｸ効果を創り出す

ｵｰﾌﾟﾝ

ｸﾛｰｽﾞ
従来と同じモノ造り
のイノベーション

材料ﾒｰｶだけ競争の外

© 2023 東京大学 小川紘一

技術やモノ造りでない
分業と繋がりの経済効果

知財・契約マネジメント コア領域をクローズ

結合領域をオープン



１．オープン：外部ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
＊ﾊﾟｰﾄﾅｰの投資とｲﾝﾀﾗｸｼｮﾝでｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ連鎖
＊自社の投資が少なくても、市場が急拡大

２．クローズ：内部ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

＊差異化、差別化の徹底、

＊技術革新・知財・契約でクロスライセンスを徹底排除
独占/寡占化する

＊企業内に閉じて生み出す価値よりも、オープンエコシステムの
インタラクションが造り出す経済的価値の方が遥かに強大

＊この価値を引き寄せるには、オープン＆クローズ戦略が必要

ビジネスモデル無くして企業の成長無し

繋がる仕組みのオープン化

34

競争させる

自社を競争の外に置く

© 2023 東京大学 小川紘一

図２３ 1990s～2000sに現れた競争戦略
オープン＆クローズ戦略の構成要素

我われが受け継ぐべき教訓



2020年代のデジタルと産業データ時代になると、多くの製品で

産業構造がオープンなエコシステム型へ転換。

したがって

自社をStructural Hole/Brokerageに位置取りさせ

ここからオープン市場をコントロールする仕組み造りとしての

図12の④： ”伸びゆく手”のメカニズム構築が必須

“伸びゆく手”のビジネスモデル無くして

企業の成長も、経済の成長と分配の好循環も無し、

35

３．“伸び行く手”構築、のための

Structural Hole/Brokerageを手の内化する

© 2023 東京大学 小川紘一

我われが受け継ぐべき教訓

図２４
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１．iPhone・スマホのオーンプ＆クローズ戦略は
＊航空機、自動車、ロボット、工作機械、工場システム、そして船舶産業、

などの、完成品産業で富を引き寄せる普遍的モデル

２．ボッシュやインテルのオープン＆クローズ戦略は
＊スマホ部品、自動車部品、バイオ、医薬、機能材料、種苗や農薬、そして

舶用産業など、非常に多くの産業で使われている
＊サブシステム・部品・材料など、全てに応用可能な富の引き寄せモデル

３．インタ－ネットや携帯電話のオープン＆クローズ戦略は
＊クラウド、ネット通販、Ｕｂｅｒ，自動運転、Industrie4.0、GAIA-X、Catena-X

など、ネットワーク型産業の全てに応用できる普遍的な富の引き寄せモデル

©2023 東京大学 小川紘一

図２５ オープン＆クローズ戦略で

繋がりのアーキテクチャをコントロールする
ビジネスモﾃﾞﾙは、非デジタル型の産業全域への広がる

競争の場を自社の外部に造り出すｴｺｼｽﾃﾑの繋がりを事前設計し



図２６ Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅ4.0の国際標準化(オープン化）布陣
の背後にオープン＆クローズの戦略思想

Organization Embedding of SC I4.0

WG1 Platform 14.0

Standardization Strategy

4.0 Standardization Council
DKE 

office

DKE/DIN/NAM

SteeringCommittee  Expert Panel  

ETSI
CEN/CENELEC 

IEC,ISO 

世界中の
デファクト
標準（ｺﾝｿｰ
ｼｱﾑ型）

必要に応じて
取り込み
IEC/ISO
にする

国としての方向性

ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ専門家集団

①国の戦略を受け、
ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟで技術の
方向性を示す

②ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟを受けて
標準化すべき事項
を実行側へ提示

RoadMap
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専門家集団
（企業の高級幹部）

①国内のｱﾗｲｱﾝｽ
②海外とのｱﾗｲｱﾝｽ

＊Industrie4.0の
パートナー国

＊管理シェルの
３国連携＋日本

③実行部門への
ﾘｿｰｽ配分

互いにシナジー効果が
出るようにDKEが調整

②

①

③

ドイツの産業競争力を高める ネットワーク効果をドイツに取り込む

© 2023 東京大学
小川紘一

オープン
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クローズ

戦略

実行

CENLEC:European Committee 
for Electrotechnical 
Standardization



DKE/DIN/NAM

ETSI
CEN/CENLEC 

IEC,ISO 

世界中の
デファクト
標準（ｺﾝｿｰ
ｼｱﾑ型）

必要な規格
だけ取り込み
IEC/ISOにする

ドイツ規格を全てIEC,ISOにする、
国内のＤＩＮはそのDraftと位置付け
WTO/TBTのﾙｰﾙで伸びゆく手構築

RAMI 4.0で分析・判断

© 2023
東京大学
小川紘一

世界のﾛｰｶﾙ規格をI4.0の国際規格へ

＊標準化のプロセス
と結果、および
ｴｺｼｽﾃﾑの経済効
を常に公開

＊企業が独自に
ｵｰﾌﾟﾝ＆ｸﾛｰｽﾞの
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ設計

38
ドイツ規格の90%がIEC/ISO規格: まず
ビジネスにしてから国際規格にする

■世界中の智慧と技術を繋いで新しい
産業を創出するオープンイノベーション

■この仕組みでI4.0をグローバル市場の
ビジネスルールへ

図２７ Industrie4.0のオープンﾝ＆クローズ戦略には、
世界の技術と知的財産を

エコシステム経由でドイツへ引き込む仕組みを持つ

巨大な技術体系
であってもIEC,ISO
なら知財訴訟の

リスクが激減、

知財権のオープン化

エコシステムが造る経済効果を
ドイツへ引き込む構図のﾙｰﾙ化

オープン標準化
ｴｺｼｽﾃﾑの事前設計

クローズ領域
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの起点
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経
済
的
価
値

データ量が飽和

スマホ経由
個人の行動
データ

経済的価値の
伸びが飽和

産業データの
経済的ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ

2025年：全物理空間のデータ
１７５ＺＢ

産業ﾃﾞｰﾀ：110ZB(63%)
Ｚetaｂyte:

Gigaｂｙｔｅの1兆倍

産業データの主たる発生源が既存企業の活動

図28 2020年代から産業データの経済環境が急拡大

産業データを活用する既存企業が未開市場開拓の主役となる
未開市場を切り開く基本要件が広範囲のﾃﾞｰﾀ構造化とAIのｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ

データ量が急拡大

未開拓の巨大市場

GAFA市場
が飽和

(IDC)  

B2Cﾋﾞｼﾞﾈｽ B2Bﾋﾞｼﾞﾈｽ

巨大市場の覇者は誰か データの量も

多様性も
急速に拡大
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